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1.  平成21年3月期第1四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第1四半期 6,044 ― △100 ― 79 ― 36 ―
20年3月期第1四半期 5,805 △14.6 △169 ― 42 △42.4 15 △62.6

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益
円 銭 円 銭

21年3月期第1四半期 2.86 ―
20年3月期第1四半期 1.18 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第1四半期 25,153 20,195 80.3 1,588.73
20年3月期 25,281 20,333 80.4 1,597.33

（参考） 自己資本   21年3月期第1四半期  20,195百万円 20年3月期  20,333百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 15.00 ― 17.00 32.00
21年3月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― 10.00 ― 20.00 30.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 14,000 ― 100 ― 500 ― 280 ― 22.00
通期 33,000 15.7 300 ― 1,300 185.8 700 ― 54.99

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

[ （注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 ]  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

[ （注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 ]  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

[ （注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 ]  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
1. 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等によ
り、上記予想数値と異なる場合があります。 
なお、上記予想に関する事項は添付資料の２～３ページを参照して下さい。 
2. 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第1四半期  13,330,042株 20年3月期  13,330,042株
② 期末自己株式数 21年3月期第1四半期  618,114株 20年3月期  600,234株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第1四半期  12,723,686株 20年3月期第1四半期  12,799,983株



定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

　当第１四半期の国内経済は、サブプライムローンに端を発した米国経済低迷の影響や、円高ドル安、株価低迷など

の状況の中、原油・原材料価格の高騰による企業収益の圧迫から、企業の設備投資にも慎重な姿勢が出てまいりまし

た。また、ガソリンや食料品をはじめとする消費財の価格の上昇等により、個人の消費マインドにも停滞感が見えは

じめ、景気の減速傾向が強まり、先行き不透明な状況で推移いたしました。

このような状況の中、当社グループにおきましては、引き続き流通の変化に対応した事業所の統廃合を行い、また

オリジナル商品の開発強化をはじめ、当社と連結子会社の大和無線電器㈱との合同による新製品商談会の実施等、積

極的な営業政策を進めてまいりました。

この結果、当社グループの当第１四半期の売上高は60億４千４百万円で前年同期比4.1％の増収となり、経常利益

は７千９百万円で前年同期比87.3%の増益となりました。

また、特別損失として投資有価証券評価損７百万円を計上いたしましたが、四半期純利益は３千６百万円となり、

前年同期比140.3％の増益となりました。

事業の種類別セグメント別の業績を示すと次のとおりであります。

電気商品卸販売事業におきましては、売上高は57億１千１百万円（前年同期比4.3％増）となり、営業損失は、同

業他社との価格競争や仕入価格の上昇等の影響により、１億１千６百万円（前年は１億８千万円の営業損失）となり

ました。

電子部品販売事業におきましては、カスタム製品の受注増加等により、売上高は２億６千万円（前年同期比7.4％

増）、営業利益は９百万円（前年同期比98.4％増）となりました。

　電気関連システム化事業におきましては、受注競争激化等により、売上高は６千９百万円（前年同期比14.9％減）、

営業利益は４百万円（前年同期比19.4％減）となり、不動産管理事業におきましては、手数料の増加等により営業収

入は３百万円（前年同期比1.7％増）、営業利益は２百万円（前年同期比227.5％増）となりました。

２．連結財政状態に関する定性的情報

　（資産、負債及び純資産の状況）

　当第１四半期末の資産につきましては、前期末比１億２千８百万円減少し、251億５千３百万円となりました。こ

れは主に、現預金の減少３億８千６百万円、有価証券及び投資有価証券の時価の回復に伴う増加額１億８千１百万円

等によるものであります。

　負債につきましては、前期末比９百万円増加し、49億５千７百万円となりました。これは主に、支払手形及び買掛

金の減少１億７千８百万円等があった一方で、短期借入金の増加２億円があったこと等によるものであります。

純資産につきましては、前期末比１億３千７百万円減少し、201億９千５百万円となりました。これは主に、配当

金の支払に伴う利益剰余金の減少１億７千９百万円等によるものであります。

　（キャッシュ・フローの状況）

当第１四半期における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末比３億３

千２百万円減少し、当第１四半期末には32億４千１百万円となりました。

　また、当第１四半期におけるフリー・キャッシュ・フローは２億１千万円のマイナス（前年同期間は４億６千３百

万円）となりました。

　営業活動により支出した資金は２億５千６百万円（前年同期間は３億５千９百万円の収入）となりました。これは

主に、税金等調整前四半期純利益が７千３百万円（前年同期比３千１百万円増）であったものの、棚卸資産の増加７

千６百万、仕入債務の減少１億７千８百万円、法人税等の支払額４千２百万円等により資金が減少したことによるも

のであります。

　投資活動により支出した資金は４千８百万円（前年同期間は１千８百万円の収入）となりました。これは主に、投

資有価証券取得による支出９千９百万円があったこと等によるものであります。

財務活動により支出した資金は２千７百万円（前年同期間は１億７千２百万円の支出）となりました。これは、短

期借入金の純増額２億円あった一方で、親会社による配当金の支払２億１千６百万円と、自己株式の取得による支出

１千１百万円があったことによるものであります。

　（注）　フリー・キャッシュ・フローは以下の計算式を使っております。

　フリー・キャッシュ・フロー＝当期純利益＋減価償却費－設備投資額－運転資本増加額

なお、運転資本は、売掛金＋受取手形＋棚卸資産－買掛金－支払手形で算出しております。
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３．連結業績予想に関する定性的情報

　第２四半期累計期間及び通期の業績予想につきましては、平成20年５月16日に発表いたしました業績予想から変更

はありません。

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

　該当事項はありません。

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。なお、

法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

①当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表

規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

②通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として月別移動平均法による低価法によっており

ましたが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18

年７月５日）が適用されたことに伴い、主として月別移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

③所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第

一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年４

月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったことに伴い、

当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。

また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐

用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　平成20年３月31日以前に取引を開始した所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,277 3,663

受取手形及び売掛金 4,367 4,349

有価証券 794 737

商品 2,200 2,124

その他 840 834

貸倒引当金 △29 △31

流動資産合計 11,450 11,678

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 509 545

土地 2,014 2,071

その他（純額） 57 63

有形固定資産合計 2,580 2,680

無形固定資産   

のれん 318 322

その他 27 28

無形固定資産合計 345 351

投資その他の資産   

投資有価証券 3,452 3,326

賃貸不動産 3,501 3,425

長期預金 3,400 3,400

その他 509 504

貸倒引当金 △86 △86

投資その他の資産合計 10,775 10,570

固定資産合計 13,702 13,603

資産合計 25,153 25,281

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,559 2,738

短期借入金 1,350 1,150

未払法人税等 46 50

賞与引当金 168 116

その他 281 283

流動負債合計 4,405 4,338

固定負債   

退職給付引当金 211 226

役員退職慰労引当金 60 109

その他 280 273

固定負債合計 552 609

負債合計 4,957 4,947



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,644 2,644

資本剰余金 2,560 2,560

利益剰余金 15,284 15,464

自己株式 △354 △342

株主資本合計 20,135 20,327

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 60 6

評価・換算差額等合計 60 6

純資産合計 20,195 20,333

負債純資産合計 25,153 25,281



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

売上高 6,044

売上原価 5,078

売上総利益 965

販売費及び一般管理費 1,066

営業損失（△） △100

営業外収益  

受取利息 23

受取配当金 27

仕入割引 106

投資不動産賃貸料 66

その他 14

営業外収益合計 237

営業外費用  

支払利息 3

売上割引 25

その他 28

営業外費用合計 57

経常利益 79

特別利益  

貸倒引当金戻入額 1

特別利益合計 1

特別損失  

投資有価証券評価損 7

固定資産除却損 0

特別損失合計 7

税金等調整前四半期純利益 73

法人税、住民税及び事業税 37

法人税等合計 37

四半期純利益 36



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 73

減価償却費 28

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1

賞与引当金の増減額（△は減少） 51

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △29

退職給付引当金の増減額（△は減少） △14

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △49

受取利息及び受取配当金 △50

支払利息 3

売上債権の増減額（△は増加） △17

たな卸資産の増減額（△は増加） △76

仕入債務の増減額（△は減少） △178

その他 6

小計 △255

利息及び配当金の受取額 45

利息の支払額 △3

法人税等の支払額 △42

営業活動によるキャッシュ・フロー △256

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △54

定期預金の払戻による収入 108

有形固定資産の取得による支出 △2

投資有価証券の取得による支出 △99

その他 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △48

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 200

配当金の支払額 △216

自己株式の取得による支出 △11

財務活動によるキャッシュ・フロー △27

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △332

現金及び現金同等物の期首残高 3,573

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,241



（４）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（５）セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

 

電気商品卸

販売事業

（百万円）

電子部品販

売事業

（百万円） 

電気関連シ

ステム化事

業

（百万円） 

不動産管理

事業

（百万円） 

 

 計

（百万円） 

 

消去又は全

社

（百万円） 

 

連結

（百万円） 

売上高

(1）外部顧客に対する売上高

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高

5,711

66

260

－

69

2

3

3

6,044

72

－

(72)

6,044

－

計 5,778 260 72 6 6,117 (72) 6,044

営業利益（又は営業損

失）
△116 9 4 2 △100 0 △100

ｂ．所在地別セグメント情報

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

本邦以外に連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

ｃ．海外売上高

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。

－ 1 －



「参考資料」

前四半期に係る財務諸表等

（１）（要約）四半期連結損益計算書

科目

前年同四半期
（平成20年３月期
第１四半期）

金額（百万円）

Ⅰ　売上高 5,805

Ⅱ　売上原価 4,902

売上総利益 902

Ⅲ　販売費及び一般管理費 1,072

営業損失 169

Ⅳ　営業外収益 262

　受取利息及び受取配当金 59

　仕入割引 106

　不動産賃貸収入 76

　その他 20

Ⅴ　営業外費用 50

　売上割引 30

　その他 20

経常利益 42

Ⅵ　特別利益 0

Ⅶ　特別損失 0

税金等調整前四半期純利益 42

法人税、住民税及び事業税 27

四半期純利益 15

－ 2 －



（２）（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

前年同四半期
（平成20年３月期
第１四半期）

区分 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

 

　税金等調整前前四半期純利益 42

　減価償却費 30

　賞与引当金の増加額 46

　退職給付引当金の減少額 △25

　役員退職慰労引当金の増加額 5

　受取利息及び受取配当金 △59

　売上債権の減少額 1,106

　たな卸資産の増加額 △163

　仕入債務の減少額 △498

　その他 110

小計 595

　利息及び配当金の受取額 49

　利息の支払額 △3

　法人税等の支払額 △282

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

359

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

 

　積立預金の預入による支出 △54

　積立預金の払戻による収入 108

　有形固定資産の取得による支
出

△28

　関係会社株式取得による支出 －

その他の収入　 0

　その他の支出 △7

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

18

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

 

　短期借入金の純増額 50

　配当金の支払額 △192

　自己株式の取得による支出 △0

　その他 △30

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

△172

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算
差額

－

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 205

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 3,570

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 3,776

－ 3 －



（３）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

前第１四半期連結累計期間（平成19年４月１日～６月30日）

電気商品卸販
売事業
（百万円）

電子部品販売
事業
（百万円）

電気関連シス
テム事業
（百万円）

不動産管理事
業
（百万円）

計（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 5,518 242 82 6 5,849 (44) 5,805

営業費用 5,698 237 77 5 6,019 (44) 5,974

営業利益又は営業

損失（△）
△180 4 5 0 △169 － △169

－ 4 －
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